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食品衛生法（抜粋） 

第六章 監視指導 

第二十一条の二 国及び都道府県等は、食品、添加物、器具又は容器包装に起因する中毒患

者又はその疑いのある者（以下「食中毒患者等」という。）の広域にわたる発生又はその拡

大を防止し、及び広域にわたり流通する食品、添加物、器具又は容器包装に関してこの法

律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に係る違反を防止するため、その行う食品衛生

に関する監視又は指導（以下「監視指導」という。）が総合的かつ迅速に実施されるよう、

相互に連携を図りながら協力しなければならない。 

第六十三条 食中毒患者等を診断し、又はその死体を検案した医師は、直ちに最寄りの保健

所長にその旨を届け出なければならない。 

２ 保健所長は、前項の届出を受けたときその他食中毒患者等が発生していると認めるとき

は、速やかに都道府県知事等に報告するとともに、政令で定めるところにより、調査しな

ければならない。 

３ 都道府県知事等は、前項の規定により保健所長より報告を受けた場合であつて、食中毒

患者等が厚生労働省令で定める数以上発生し、又は発生するおそれがあると認めるときそ

の他厚生労働省令で定めるときは、直ちに、厚生労働大臣に報告しなければならない。 

第六十五条 厚生労働大臣は、食中毒患者等が厚生労働省令で定める数以上発生し、若しく

は発生するおそれがある場合又は食中毒患者等が広域にわたり発生し、若しくは発生する

おそれがある場合であつて、食品衛生上の危害の発生を防止するため緊急を要するときは、

都道府県知事等に対し、期限を定めて、食中毒の原因を調査し、調査の結果を報告するよ

うに求めることができる。 

第六十六条 前条に規定する場合において、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、

協議会を開催し、食中毒の原因調査及びその結果に関する必要な情報を共有し、関係機関

等の連携の緊密化を図るとともに、食中毒患者等の広域にわたる発生又はその拡大を防止

するために必要な対策について協議を行うよう努めなければならない。 

第六十七条 都道府県等は、食中毒の発生を防止するとともに、地域における食品衛生の向



上を図るため、食品等事業者に対し、必要な助言、指導その他の援助を行うように努める

ものとする。 

２ 都道府県等は、食品等事業者の食品衛生の向上に関する自主的な活動を促進するため、

社会的信望があり、かつ、食品衛生の向上に熱意と識見を有する者のうちから、食品衛生

推進員を委嘱することができる。 

３ 食品衛生推進員は、飲食店営業の施設の衛生管理の方法その他の食品衛生に関する事項

につき、都道府県等の施策に協力して、食品等事業者からの相談に応じ、及びこれらの者

に対する助言その他の活動を行う。 

 

食品衛生法施行規則（抜粋） 

第七十三条 法第六十三条第三項（法第六十八条第一項において準用する場合を含む。以下

同じ。）の厚生労働省令で定める数は、五十人とする。 

２法第六十三条第三項の厚生労働省令で定めるときは、次のとおりとする。 

一 当該中毒により死者又は重篤な患者が発生したとき 

二 当該中毒が輸入された食品等に起因し、又は起因すると疑われるとき 

三 当該中毒が別表第二十二に掲げる病因物質に起因し、又は起因すると疑われるとき 

四 当該中毒の患者等の所在地が複数の都道府県にわたるとき 

五 当該中毒の発生の状況等からみて、中毒の原因の調査が困難であるとき 

六 当該中毒の発生の状況等からみて、法第五十九条から第六十一条までの規定による処分

（以下「処分」という。）を行うこと又はその内容の適否を判断することが困難であるとき 

別表第二十二（第七十三条関係） 

（中略） 

五 カンピロバクター・ジェジュニ／コリ 

  



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（抜粋） 

第六条 この法律において「感染症」とは、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感

染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症をいう。 

（中略） 

６ この法律において「五類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

（中略） 

九 前各号に掲げるもののほか、既に知られている感染性の疾病（四類感染症を除く。）であ

って、前各号に掲げるものと同程度に国民の健康に影響を与えるおそれがあるものとして

厚生労働省令で定めるもの 

 

第二十九条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型

インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認

めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の病原体に汚染され、又は

汚染された疑いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件について、その所持者に対し、当

該物件の移動を制限し、若しくは禁止し、消毒、廃棄その他当該感染症の発生を予防し、

又はそのまん延を防止するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 都道府県知事は、前項に規定する命令によっては一類感染症、二類感染症、三類感染症、

四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止する

ことが困難であると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の病

原体に汚染され、又は汚染された疑いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件について、

市町村に消毒するよう指示し、又は当該都道府県の職員に消毒、廃棄その他当該感染症の

発生を予防し、若しくはそのまん延を防止するために必要な措置をとらせることができる。 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（抜

粋） 

（五類感染症） 

第一条 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四

号。以下「法」という。）第六条第六項第九号に規定する厚生労働省令で定める感染性の疾



病は、次に掲げるものとする。 

（中略） 

六 感染性胃腸炎 


